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b）have Grade A in terms of the qualifica‑
tion for participating in tenders by Na‑

tional Institute of Advanced Industrial

Science and Technology (in the fiscal

year of 2017 and 2018)

 Time‑limit for Tender : 17 : 00, 11 Octo‑

ber 2017

 Contact point for the notice : Kazukiyo

Iimura or Masaki Noguchi, Accounting

Team, National Institute of Advanced In‑

dustrial Science and Technology, 111,
Higashi, Tsukuba‑shi, Ibaraki‑ken, 305
8561 Japan. TEL 0298612142

〇産総第 33 号
１ 調達内容
 品目分類番号 41
 工事名 人工知能に関するグローバル研究
拠点 柏ハブ拠点研究棟（仮称）機械設備工
事 １式
 工事場所 国立大学法人東京大学柏IIキャ
ンパス 千葉県柏市柏の葉６２３
 工事内容 本工事は、人工知能に関するグ
ローバル研究拠点 柏ハブ拠点研究棟（仮称）
の新営機械設備工事を行うものである（鉄筋
コンクリート造（ＲＣ）造 地上４階、延床
面積約6096、建築面積約2448）。なお、
本工事に関連する建築工事、電気設備工事等
については別途発注される予定である。
 工期 平成30年３月30日
 使用する主要な資機材 空気調和設備機
器、換気設備機器、自動制御設備機器、衛生
器具設備機器、給水設備機器、給湯設備機器、
排水設備機器、消火設備機器、実験排気設備
機器、特殊ガス設備機器
 入札方法 上記１の件名について、入札
に付する。落札決定に当たっては、入札書に
記載された金額に当該金額の８パーセントに
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は、消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約金額の108分の100
に相当する金額を入札書に記載すること。

 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務づけられた工事で
ある。

２ 競争参加資格
 次に掲げる条件を全て満たしている単体又
は当該者により構成された特定建設工事共同
企業体（以下「共同企業体」という。）である
こと。
 国立研究開発法人産業技術総合研究所の
契約事務取扱要領第７条及び第８条の規定
に該当しない者であること。
 単体又は共同企業体の代表者は、国立研
究開発法人産業技術総合研究所の契約に係
る競争参加者資格審査事務取扱要領によ
り、「管工事」の「Ａ」の等級に格付けされ
ている者であって、同要領第15条に基づい
て算出された数値が1150以上であること。
共同企業体の代表者以外の構成員は、国立
研究開発法人産業技術総合研究所の契約に
係る競争参加者資格審査事務取扱要領によ
り、「管工事」の「Ａ」の等級に格付けされ
ている者であること。なお、経済産業省に
おいて当該資格を有する者は同等級に格付
けされているものとみなす（会社更生法（平
成14年法律第154号）に基づき更正手続開
始の申立てがなされている者又は民事再生
法（平成11年法律第225号）に基づき再生
手続開始の申立てがなされている者につい
ては、手続開始の決定後、同要領に基づき
再格付けされていること）。
 共同企業体の構成員の数は、２社又は３
社とする。
 共同企業体の構成員の最小出資比率は、
均等割の10分の６を下回らない範囲とする
こと。
 共同企業体の代表者は、施工能力が最大
で、かつ、出資比率が構成員中最も高い者
とすること。
 上記１に示した工事に係る設計業務等の
受託者又は当該受託者と資本若しくは人事
面において関連がある建設業者でないこ
と。

 本入札公告の日から開札の時までの期間
に国立研究開発法人産業技術総合研究所の
契約に係る指名停止等の措置要領に基づく
指名停止を受けていないこと。
 平成19年度以降に次に掲げる基準を満た
す新営工事において、機械設備工事を元請
けとして施工した工事実績を有すること。
（共同企業体の構成員としての実績は出資
比率が20％以上のものに限る。）
 単体又は共同企業体の代表者
ａ）建物用途 研究施設（人文科学系のも
のは除く。）又は類似施設（実験室、研究
室（人文科学系のものは除く。））の合計
面積が過半を超える施設若しくは病院
（患者20人以上の収容施設を有し、手術
室を有するものに限る。）をいう。
ｂ）構造・階数 鉄骨造、鉄筋コンクリー
ト造又は鉄骨鉄筋コンクリート造地上３
階以上
ｃ）建物規模 延べ面積4500以上
 共同企業体の代表者以外の構成員
ａ）建物用途 研究施設（人文科学系のも
のは除く。）又は類似施設（実験室、研究
室（人文科学系のものは除く。））の合計
面積が過半を超える施設若しくは病院
（患者20人以上の収容施設を有し、手術
室を有するものに限る。）をいう。
ｂ）構造・階数 鉄骨造、鉄筋コンクリー
ト造又は鉄骨鉄筋コンクリート造地上３
階以上
ｃ）建物規模 延べ面積3000以上

３ 入札書の提出場所等
 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場
所及び問い合わせ先 〒3058561 茨城県つ
くば市東１１１ 国立研究開発法人産業
技術総合研究所 環境安全企画部 施設計画
室 飯村又は野口 電話0298612142
 入札説明書の交付期間及び方法 平成29年
８月10日から平成29年９月１日まで 上記３
において交付する。（土曜日、日曜日及び祝
日は除く。交付時間９時から17時まで。）
 現場説明会の日時及び場所 本件について
の現場説明会（現場見学会）は開催しない。
 競争参加資格確認申請書及び関係資料の提
出期限 平成29年９月12日17時 提出場所３
に同じ。
 入札書の受領期限及び受領場所 平成29年
10月11日17時（郵送による場合は必着のこ
と。）受領場所 ３に同じ。
 開札の日時及び場所 平成29年10月12日15
時 国立研究開発法人産業技術総合研究所つ
くば中央第１事業所 １１棟３階第４会議
室

 単体又は共同企業体は、次の基準を満たす
主任技術者又は監理技術者を当該工事に専任
で配置できること。
 １級管工事施工管理技士又はこれと同等
以上の資格を有する者であること。なお、
「これと同等以上の資格を有する者」とは、
技術士（機械部門（選択科目を「流体工学」
又は「熱工学」とする者に限る。）、上下水
道部門、衛生工学部門又は総合技術監理部
門（選択科目を「流体工学」、「熱工学」又
は上下水道部門若しくは衛生工学部門に係
るものとする者に限る。）に合格した者。）、
「技術士法施行規則の一部を改正する省令
（平成15年文部科学省令第36号）」による改
正前の技術士（機械部門（選択科目を「流
体機械」又は「暖冷房及び冷凍機械」とす

る者に限る。）、水道部門又は総合技術監理
部門（選択科目を「流体機械」、「冷暖房及
び冷凍機械」又は水道部門若しくは衛生工
学部門に係るものとする者に限る。）に合格
した者。）又は国土交通大臣若しくは建設大
臣が１級管工事施工管理技士と同等以上の
能力を有すると認定した者をいう。
 平成19年度以降に、上記２の基準を
満たす新営工事において、機械設備工事を
元請けとして施工した経験を有する者であ
ること（共同企業体の構成員としての経験
は出資比率が20％以上のものに限る。）。
 監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証を有する者
又はこれに準ずる者であること。

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金
 入札保証金 免除。
 契約保証金 納付。ただし、公共工事履
行保証証券による保証（かし担保特約を付
したものに限る。）を付した場合には契約保
証金を免除する。
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